
介護職員を取り巻く状況 

介護人材の不足

全国の有効求人倍率

（常用（含パート）平成 24 年 10 月）

職業計       0.77 
介護サービスの職業 1.86 

厚生労働省「職業安定業務統計」

従業員の不足感（平成 23 年度）

訪問介護員  70.3％
介護職員   44.9％

（回答が「大いに不足＋不足＋やや不足」の割合）

（ 介護労働安定センター「介護労働実態調査」）

高齢化による介護ニーズの増大

高齢者人口の推移（10 月 1 日現在）

平成 12 年 全国 22,041 千人（高齢化率 17.4％） 川崎市 155 千人（同 12.4％）

↓

平成 24 年 全国 30,080 千人（高齢化率 24.1％） 川崎市 248 千人（同 17.5％）

（「川崎市高齢者施策状況」）

賃金水準

職種別きまって支給する現金給与額（括弧内は平均勤続年数）

平成 22 年         平成 23 年

全職種平均   323.0 千円（11.9 年）    323.8 千円（11.9 年）

ホームヘルパー 210.9 千円（ 5.6 年）    217.9 千円（ 5.4 年）

福祉施設介護員 214.5 千円（ 5.4 年）    216.4 千円（ 5.5 年）

（厚生労働省「賃金構造基本統計調査」）

離職率

平成 22 年        平成 23 年

   全産業合計      14.5％          14.4％
   介護職員       17.8％          16.1％

※介護職員：訪問介護員及び訪問介護員以外の介護員

   （全産業合計の離職率：厚生労働省「雇用動向調査」）

   （介護職員の離職率： 介護労働安定センター「介護労働実態調査」）

介護職員の労働環境への意識

仕事の満足度 D.I（平成 23 年度）

※満足度 D.I＝（満足＋やや満足）－（不満＋やや不満）D.I＝Diffusion Index 
（ 介護労働安定センター「介護労働実態調査」）

ベスト 3 
仕事の内容・やりがい    44.8％
職場の人間関係、ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ  29.6％
雇用の安定性        19.5％

ワースト 3 
賃金           －27.0％
人事評価・処遇のあり方   －9.1％
教育訓練・能力開発のあり方 －8.9％

介護職員数（常勤換算）

川崎市 平成 22 年度 約 7,100 人 → 平成 27 年度 約 8,500 人（＋1,400 人）

                  （高齢者人口に対する職員数の割合から推計）

⇒年間約 300 人の増加が必要

（介護職員の常勤換算従事者数：厚生労働省「介護サービス施設・事業所調査」）
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平成２４年度福祉・介護人材確保のための取組（川崎市）

就労

キャリアアップ

定着

福祉・介護職場への就労支援

就職支援

○無料職業紹介

○福祉のお仕事相談会

無資格者等への就労支援

○ホームヘルパー２級研修を市価

の半額程度で開催

○ホームヘルパー２級研修を受講

し一定期間就労した者への受講

費用補助

○失業者の資格取得と雇用機会創

出を組み合わせたメニュー

キャリアアップの支援

研修・講座等の開催

○スキルアップのための福祉職員

向け研修

○国家試験対策講座

○訪問看護師養成講習会

○介護職に係るたんの吸引等研修

人材

潜在的有資格者の掘り起こし

○潜在的有資格者向け再就職支援

研修の開催

職員

福祉・介護事業所

人材の定着の支援

職場環境の改善

○職場環境改善のための管理者向

け研修の開催

職員のメンタルヘルスケア

○メンタルヘルス相談窓口の開設

○メンタルヘルス研修

人材の呼び込み

福祉・介護に関する普及啓発

○「介護いきいきフェア」の開催

介護職のイメージアップ

○介護職の現場についての周知・

啓発

福祉・介護の職場の紹介

○看護師のための福祉施設就労

促進セミナー

○福祉のお仕事ガイダンス
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労働基準法等に定められた労働時間等 

１ 労働時間 

 ・１週間について、４０時間を超えて労働させてはならない。 

（法第３２条第1項） 

 ・１週間の各日について、休憩時間を除き１日８時間を超え労働させてはな

らない。（法第３２条第２項） 

・１か月以内や１年以内の一定期間において変則期間とし、特定した週に週

４０時間を超え、また、特定した日に８時間を超えて労働させることができ

る。（変則労働時間制）（法第３２条の２、法第３２条の４） 

２ 休憩 

 ・労働時間が６時間を超える場合は、少なくとも４５分、８時間を超える場

合は、少なくとも１時間の休憩時間を労働時間の途中に与えなければならな

い。 

（法第３４条） 

 ・休憩時間は、一斉に与えなければならない。ただし、労働組合との協定の

締結や、公衆の不便を避けるために必要なものその他特殊の必要なものにつ

いては適用除外とする。（法第３４条第２項・施規第３１条） 

３ 休日 

・毎週少なくとも１回の休日を与えなければならない。ただし、４週間を通

じて４日以上の休日を与えることとしてもよい。 

（法第３５条・法第３５条第２項） 

４ 時間外及び休日の労働 

 ・使用者と労働者の代表者との書面による協定をし、これを行政官庁に届け 

出た場合においては、労働時間を延長し、又は休日に労働させることができ

る。（法第３６条） 
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図２ １か月あたり平均当直回数

図１ 診療科別　直近１週間の実勤務時間（平均）　　　

「病院勤務医の負担軽減の実態調査 結果概要（速報）」　

                                           平成２１年４月１５日　中央社会保険医療協議会
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「２００９年看護職員実態調査」

                            平成２２年３月１６日　社団法人日本看護協会

図１ 超過勤務の状況（正職員・超過勤務をした者）　　　

図２　月あたり平均夜勤回数（病院勤務・正職員・非管理職）　　

※　３交代制・２交代制勤務

　　基本的に、３交代制勤務の場合は、２４時間を日勤・準夜勤・深夜勤の３等分した各８時間、

　２交代制の場合は、日勤・夜勤の各１２時間を勤務する。

　　変則３交代制・変則２交代制とは、それぞれの交代制を病院において調整し、法定労働時間

　（１週につき４０時間以内・４週につき４日以上の休日）の範囲内で独自の勤務時間を設定して

　就業規則に定めるものである。

　例：変則２交代において、

　　　日勤は８時３０分から１７時１５分までの勤務（休憩４５分）

　　　夜勤は１５時３０分から翌９時３０分までの勤務（休憩１２０分）
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国立社会保障・人口問題研究所
「平成２２年度　社会保障費用統計」から抜粋

1．社会保障費用の総額
（1） 社会支出
・

・

・

（2） 社会保障給付費
・

・

・

億円 億円 億円 ％

％ ％ ％ポイント

社会支出

対国内総生産比

対国民所得比

社会保障給付費

対国内総生産比

対国民所得比

国内総生産、国民所得：内閣府「平成24年版国民経済計算年報」。以下同じ。

千円 千円 千円 ％

社会支出

１人当たり

１世帯当たり

社会保障給付費

１人当たり

１世帯当たり

人口：総務省統計局「平成22年国勢調査」
平均世帯人員数：厚生労働省「平成22年国民生活基礎調査」

3.6
2,044.0

（資料）

780.0                  808.1                  28.2

（注） 1世帯当たり社会支出＝平均世帯人員×1人当たり社会支出によって算出した。1世帯当たり社会保障給
付費も同様の方法による。

2,089.2               45.2                    2.2

2,228.3               2,229.8               1.6                      0.1
850.3                  862.5                  12.3                    1.4

（資料）

表３　１人（１世帯）当たり社会保障費用

社会保障費用 2009年度 2010年度 対前年度比

増加額 伸び率

21.07                            21.60                            0.52
29.15                            29.63                            0.47

31.78                            31.62 △  0.16
22.97                            23.05                            0.08

表２　社会保障費用の対国内総生産比及び対国民所得比

社会保障費用 2009年度 2010年度 対前年度増加分

（注） 社会支出には、社会保障給付費に加えて、施設整備費等の個人に帰着しない支出、および就学前教
育、自動車賠償責任保険、生活保護以外の住宅関係費等の制度も集計範囲に含む。

1.5
社会保障給付費 998,607              1,034,879           36,272                3.6
社会支出 1,088,627           1,104,541           15,914

2010年度の社会保障給付費の対前年度伸び率は3.6％であり、対国内総生産比は21.60％である。
国民１人当たりの社会保障給付費は80万8,100円であり、１世帯当たりでは208万9,200円である。

表１　社会保障費用の総額

社会保障費用 2009年度 2010年度 対前年度比

増加額 伸び率

2010年度の社会支出の総額は110兆4,541億円である。
2010年度の社会支出の対前年度伸び率は1.5％であり、対国内総生産比は23.05％である。
国民１人当たりの社会支出は86万2,500円であり、１世帯当たりでは222万9,800円である。

2010年度の社会保障給付費の総額は103兆4,879億円である。
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2．社会保障給付費

部門別社会保障給付費

億円 億円 億円 ％

（　）内は構成割合である。

　　　　　％ 　　　　　％ 　％ポイント

（　）内は国民所得比である。

2010年度の社会保障給付費を部門別にみると、「医療」が32兆3,312億円（31.2％）、「年金」
が52兆4,184億円（50.7％）、「福祉その他」が18兆7,384億円（18.1％）である。

表４　部門別社会保障給付費

社会保障給付費 2009年度 2010年度 対前年度比
増加額 伸び率

4.8

計 998,607 1,034,879 36,272

年金 517,246 524,184

3.6
(100.0) (100.0)

医療 308,446 323,312 14,865

(51.8) (50.7)

(30.9) (31.2)

14,469

6,938 1.3

8.4

3,890 5.5

福祉その他 172,914
(17.3) (18.1)

介護対策(再掲) 71,162 75,051

187,384

(7.1) (7.3)

（注）

表５　部門別社会保障給付費の対国内総生産比（対国民所得比）

社会保障給付費 2009年度 2010年度 対前年度増加分

計 21.07 21.60 0.52
(29.15) (29.63) (0.48)

医療 6.51 6.75 0.24
(9.01) (9.26) (0.25)

年金 10.92 10.94 0.02
(15.10) (15.01) (△ 0.09)

福祉その他 3.65 3.91 0.26
(5.05) (5.36) (0.31)

介護対策(再掲) 1.50 1.58 0.08
(2.08) (2.15) (0.07)

（注）
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図４ 部門別社会保障給付費の推移

兆円

年金

52兆4,184億円
(50.7%)

医療

32兆3,312億円
(31.2%)

福祉その他

18兆7,384億円
(18.1%)
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3．社会支出の国際比較

日本 アメリカ イギリス ドイツ フランス スウェーデン

社会支出

対国内総生産比 22.97% 19.49% 25.03% 29.00% 32.35% 30.36%
対国民所得比 31.78% 24.06% 31.94% 38.11% 43.41% 42.98%

OECD Social Expenditure Database 2012 ed. による。
(http://www.oecd.org/els/social/expenditure)

（資料）

国内総生産・国民所得については、日本は内閣府「平成24年版国民経済計算年報」、諸外国は
OECD National Accounts 2012 による（以下同じ）。

諸外国の社会支出を対国内総生産比及び対国民所得比でみると、我が国は、アメリカよりは大

きいがヨーロッパ諸国に比べると小さくなっている。

図２　社会支出の国際比較（2009年度）

表６　社会支出の国際比較（2009年度）
社会支出
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１　全国医療従事者数推移
（単位：人）

平成１２年 平成１４年 平成１６年 平成１８年 平成２０年 平成２２年

医師 255,792 262,687 270,371 277,927 286,699 295,049

（前回比） ＋6,895 ＋7,684 ＋7,556 ＋8,772 ＋8,350

看護師等 1,103,760 1,160,042 1,210,633 1,260,087 1,323,459 1,395,571

（前回比） ＋56,282 ＋50,591 ＋49,454 ＋63,372 ＋72,112
※看護師等・・・保健師、助産師、看護師、准看護師

２　川崎市内医師数推移
（単位：人）

介護老人

保健施設

平成１６年 1,605 771 9 85 2,470

平成１８年 1,649 805 5 86 2,545

平成２０年 1,788 867 19 93 2,767

平成２２年 1,865 885 19 108 2,877

(対20年比) ＋77 ＋18 ０ ＋15 ＋110
※厚生労働省が隔年で実施している「医師・歯科医師・薬剤師調査」から抽出。
　　各年とも１２月３１日が基準日

３　川崎市内保健師・助産師・看護師・准看護師数推移

病院 診療所 助産所 その他 総数

保健師 3 10 0 201 214

助産師 172 46 22 19 259

看護師 4,868 712 1 663 6,244

准看護師 742 374 0 145 1,261

計 5,785 1,142 23 1,028 7,978

保健師 6 7 0 225 238

助産師 158 59 26 29 272

看護師 4,790 779 1 664 6,234

准看護師 763 427 1 156 1,347

計 5,717 1,272 28 1,074 8,091

保健師 11 15 0 243 269

助産師 158 54 32 31 275

看護師 5,190 948 1 842 6,981

准看護師 715 400 1 221 1,337

計 6,074 1,417 34 1,337 8,862

保健師 12 12 0 263 287

助産師 206 57 35 26 324

看護師 5,560 1,094 0 1,111 7,765

准看護師 663 427 1 382 1,473

計 6,441 1,590 36 1,782 9,849

(対20年比) +367 +173 +2 +445 +987
※厚生労働省が隔年で実施している「業務従事者届」から抽出。
　　各年とも１２月３１日が基準日

平成２２年

医師及び看護職員の状況等について

平成１６年

平成１８年

平成２０年

病院 診療所 その他 総数
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医師・看護師確保に向けた施策 

医師の確保対策 

医学部の定員増加（国） 

平成 2４年度 ８,９９１人（対前年度で６８人の増加） 

小児科・産科を含む救急医療を診療報酬制度で高く評価（国） 

平成２２年度 医科診療報酬で１．７４％ ４,８００億円の増 

平成２４年度 医科診療報酬で１．３８％ ５，５００億円の増

産科医療補償制度（国） 

分娩に係る脳性麻痺となった子と家族への経済的補償を行なう。 

神奈川県東部地域医療再生計画（県） 

医科大学との連携等により産科医師、看護師などの確保を行う。 

神奈川県医療再教育・再就業支援センター（県） 

離職した医師の復帰研修支援・県内医療機関とのマッチング等を行う。 

産科医師分娩手当（市） 

地域の産科医師等に対し、分娩手当を補助する。 

病院内保育所の運営支援（市） 

医療機関が設置する医療従事者向け保育所の運営を支援する。 

看護師等修学資金貸与制度（市） 

市内の医療機関に勤務を希望する看護学生を支援する。 

民間の看護師養成所等の支援（市）

市内の看護師養成所等３施設の運営を支援する。 

市立看護短期大学・川崎看護専門学校の運営（市） 

市立看護短期大学（３年課程）、川崎看護専門学校（２年課程）を運営する。 

看護師の確保対策 
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